
　
本
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
目
的
は
、
世

界
的
金
融
危
機
の
影
響
と
対
応
策

を
議
論
し
、
重
点
課
題
に
関
す
る

共
通
認
識
を
醸
成
す
る
こ
と
に
あ

る
。
さ
ら
に
は
グ
ロ
ー
バ
ル
な
経

済
金
融
危
機
に
対
し
て
、
ア
ジ
ア

経
済
の
免
疫
力
を
ど
う
高
め
る
か

に
つ
い
て
も
検
討
を
加
え
る
。
今

後
は
、
こ
う
し
た
意
見
交
換
を
出

発
点
に
、
ア
ジ
ア
地
域
の
経
済
統

合
も
視
野
に
入
れ
た
政
策
研
究
の

分
野
に
お
い
て
、
当
事
者
間
の
協

力
関
係
を
よ
り
一
層
強
化
し
て
い

き
た
い
。

　
世
界
は
今
、
金
融
危
機
後
の
新

た
な
時
代
に
入
ろ
う
と
し
て
い

る
。
潤
沢
な
資
本
と
成
長
の
可
能

性
を
秘
め
た
ア
ジ
ア
諸
国
は
、
貿

易
、
金
融
、
消
費
な
ど
の
分
野
で

革
新
的
な
協
力
を
進
め
て
い
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
橋
大
学
と

中
国
人
民
大
学
は
協
力
協
定
を
締

結
し
た
２
０
０
４
年
以
降
、
共
同

研
究
や
教
員
・
学
生
の
相
互
訪
問

を
続
け
て
い
る
が
、
こ
の
よ
う
な

国
際
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
共
催
は
、
ア

ジ
ア
各
国
の
学
界
に
も
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
す
と
確
信
し
て
い
る
。
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世
界
的
な
金
融
危
機
と
景
気
の
後

退
は
ア
ジ
ア
経
済
に
も
深
刻
な
影
響
を

与
え
、
域
内
で
の
経
済
統
合
も
視
野

に
入
れ
た
地
域
間
協
力
の
あ
り
方
が

活
発
に
議
論
さ
れ
て
い
る
。「
東
ア
ジ

ア
政
策
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
推
進

す
る
一
橋
大
学
国
際
共
同
研
究
セ
ン
タ

ー
は
、
先
ご
ろ
東
京･

千
代
田
区
の

如
水
会
館
で
「
世
界
的
金
融
危
機
後

の
国
際
金
融
と
地
域
統
合
の
ゆ
く
え
」

と
題
し
た
政
策
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開
催
し

た
。
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
は
共
催
校
で
あ
る

中
国
人
民
大
学
の
ほ
か
、
韓
国
成
均

館
大
学
、
台
湾
国
立
政
治
大
学
の
研

究
者
が
参
加
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
視
点
に

基
づ
い
た
基
調
講
演
と
特
別
セ
ッ
シ
ョ

ン
が
行
わ
れ
た
。
こ
の
特
集
で
は
基
調

講
演
の
内
容
を
紹
介
す
る
。
な
お
特
別

セ
ッ
シ
ョ
ン
に
は
一
橋
大
学
大
学
院
経

済
学
研
究
科
教
授
奥
田
英
信
氏
、
国

立
政
治
大
学
経
済
学
部
准
教
授
呉
文

傑
氏
、
中
国
人
民
大
学
経
済
学
院
准

教
授
陳
彦
斌
氏
、
成
均
館
大
学
経
済

学
部
教
授
金
暎
漢
氏
の
各
氏
が
参
加

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
研
究
分
野
に
基
づ
き

各
国
か
ら
の
報
告
が
行
わ
れ
、
活
発
な

意
見
交
換
が
繰
り
広
げ
ら
れ
た
。
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世
界
金
融
危
機

を
受
け
た
東
ア
ジ

ア
各
国
の
通
貨
の

動
き
を
Ａ
Ｍ
Ｕ
乖

離
（
か
い
り
）
指
標
で
見
た
と
き
、

そ
の
反
応
は
非
対
称
的
だ
っ
た
。
Ａ

Ｍ
Ｕ
と
は
、
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合

（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）
と
日
中
韓
の
通
貨

の
加
重
平
均
値
の
こ
と
。
ベ
ン
チ
マ

ー
ク
期
間
を
ベ
ー
ス
に
、
そ
れ
ぞ
れ

の
通
貨
が
Ａ
Ｍ
Ｕ
に
対
し
て
ど
れ
だ

け
乖
離
し
て
い
る
か
を
示
す
の
が
乖

離
指
標
で
あ
る
。
日
本
円
は
２
０
０

８
年
10
月
以
降
、
Ａ
Ｍ
Ｕ
に
対
し
て

本
と
韓
国
は
変
動
相
場
制
。
中
国
は

通
貨
バ
ス
ケ
ッ
ト
を
参
照
し
た
管
理

フ
ロ
ー
ト
制
の
採
用
を
発
表
し
た
も

の
の
、
実
際
に
は
米
ド
ル
に
ほ
ぼ
固

定
さ
れ
て
い
る
。

　
こ
の
人
民
元
が
、
中
国
、
日
本
、

韓
国
の
経
常
収
支
に
ど
の
よ
う
な
影

響
を
与
え
て
い
る
か
。
実
証
分
析
の

結
果
、
元
高
に
な
っ
て
も
、
長
期
的

に
は
中
国
の
経
常
収
支
に
影
響
を
及

増
価
。
逆
に
人
民
元
は
10
％
か
ら
０

％
へ
、
韓
国
ウ
ォ
ン
は
20
％
か
ら
マ

イ
ナ
ス
30
％
へ
と
大
幅
に
減
価
し

た
。

　
こ
う
し
た
乖
離
が
広
が
っ
た
要
因

の
１
つ
は
、
欧
米
の
金
融
機
関
が
、

円
で
借
り
て
韓
国
ウ
ォ
ン
に
投
資
す

る
円
キ
ャ
リ
ー
ト
レ
ー
ド
を
手
じ
ま

っ
た
こ
と
。
も
う
１
つ
は
各
国
の
為

替
制
度
の
違
い
に
よ
る
も
の
だ
。
日

が
出
て
く
る
だ
ろ
う
。
つ
ま
り
、
中

国
が
人
民
元
を
米
ド
ル
に
固
定
さ
せ

て
、
過
小
評
価
し
て
い
る
と
、
日
本

や
近
隣
諸
国
の
経
常
収
支
は
悪
化
す

る
と
い
う
こ
と
だ
。

　
東
ア
ジ
ア
の
域
内
通
貨
協
力
を
推

進
す
る
た
め
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
と
日
中

韓
は
、２
０
０
０
年
に
チ
ェ
ン
マ
イ・

イ
ニ
シ
ア
チ
ブ（
Ｃ
Ｍ
Ｉ
）を
創
設
。

さ
ら
に
Ｃ
Ｍ
Ｉ
の
マ
ル
チ
化
に
よ
っ

ぼ
さ
な
い
こ
と
が
わ
か
っ
て
い
る
。

中
国
政
府
が
経
常
収
支
の
黒
字
を
削

減
し
よ
う
と
す
る
な
ら
、
為
替
レ
ー

ト
よ
り
も
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）

や
貯
蓄
の
ほ
う
が
よ
り
重
要
な
意
味

を
持
つ
。

　
一
方
、
人
民
元
の
切
り
上
げ
は
日

本
や
韓
国
の
経
常
収
支
の
改
善
に
つ

な
が
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
加
盟
国
の
中

に
も
同
様
の
影
響
を
享
受
で
き
る
国

て
、
よ
り
迅
速
に
通
貨
ス
ワ
ッ
プ
協

定
を
発
動
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

し
か
し
、Ｃ
Ｍ
Ｉ
に
は
限
界
が
あ
る
。

あ
る
国
が
通
貨
危
機
に
直
面
し
た

際
、
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
が

金
融
支
援
を
決
定
し
た
後
で
な
い

と
、
Ｃ
Ｍ
Ｉ
は
発
動
で
き
な
い
。
こ

の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
の
リ
ン
ク
を
ど
う
や
っ

て
縮
小
、
撤
廃
す
る
か
が
今
後
の
大

き
な
課
題
で
あ
る
。

　
最
後
に
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
為

替
レ
ー
ト
の
安
定
化
に
向
け
た
４
つ

の
政
策
提
言
を
ま
と
め
た
。

　
１
つ
は
為
替
政
策
の
協
調
の
失
敗

を
解
決
す
る
政
策
対
話
の
促
進
。
２

つ
目
は
Ｃ
Ｍ
Ｉ
の
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス

の
プ
ロ
セ
ス
に
、
Ａ
Ｍ
Ｕ
乖
離
指
標

等
を
使
っ
た
為
替
レ
ー
ト
の
監
視
を

加
え
る
こ
と
。
３
つ
目
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
リ

ン
ク
の
縮
小
ま
た
は
撤
廃
。
４
つ
目

は
事
務
局
の
設
立
。
常
設
の
機
関
を

設
け
て
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス
を
行
い
、

Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
依
存
し
な
く
て
も
Ｃ
Ｍ
Ｉ

を
機
能
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
だ
。
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為
替
レ
ー
ト
の
安
定
化
を
図
る

　
中
国
は
１
９
７

８
年
に
中
央
計
画

経
済
か
ら
市
場
経

済
に
移
行
し
、
経

済
構
造
も
変
革
を
遂
げ
た
。
そ
れ
以

降
、
大
き
な
景
気
後
退
は
発
生
し
て

い
な
い
。
こ
れ
に
は
金
融
政
策
が
重

要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
が
、
財

政
政
策
は
ど
う
か
。
欧
米
や
日
本
と

の
違
い
も
含
め
て
検
証
し
て
み
た
。

　
他
の
国
と
の
大
き
な
違
い
は
、
個

人
所
得
税
や
法
人
税
、
失
業
保
険
と

い
っ
た
財
政
の
自
動
安
定
化
装
置
の

が
義
務
づ
け
ら
れ
て
お
り
、
債
券
発

行
の
権
限
が
な
い
。
た
だ
、
総
歳
入

に
占
め
る
地
方
政
府
の
歳
入
の
割
合

は
、
他
国
に
比
べ
て
非
常
に
高
い
。

01
年
度
は
日
本
が
26
％
、
中
国
は

47
・
６
％
で
あ
る
。

　
か
と
い
っ
て
、
中
国
の
政
策
当
局

が
裁
量
的
な
財
政
政
策
を
行
使
で
き

る
わ
け
で
も
な
い
。
今
時
の
危
機
で

役
割
が
相
対
的
に
小
さ
く
、し
か
も
、

そ
の
権
限
の
ほ
と
ん
ど
が
地
方
政
府

に
あ
る
こ
と
だ
。

　
２
０
０
７
年
の
デ
ー
タ
に
よ
る

と
、
個
人
所
得
税
が
歳
入
に
占
め
る

割
合
は
、
米
国
が
34
・
７
％
な
の
に

対
し
、
中
国
は
わ
ず
か
４
・
６
％
。

中
国
で
は
歳
入
の
主
た
る
源
泉
は
、

間
接
税
で
あ
る
。

　
ま
た
、
地
方
政
府
に
は
均
衡
財
政

地
方
ほ
ど
、
経
済
成
長
の
変
動
度
が

小
さ
い
。
つ
ま
り
、
地
方
政
府
が
何

ら
か
の
景
気
安
定
化
機
能
を
果
た
し

て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

　
そ
の
理
由
の
１
つ
は
、78
年
以
降
、

地
方
分
権
に
よ
っ
て
、
重
要
決
定
が

地
方
政
府
に
任
さ
れ
、
好
況
期
、
不

況
期
に
何
を
す
べ
き
か
を
考
え
る
よ

う
に
な
っ
た
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
。

米
国
政
府
が
採
用
し
た
景
気
対
策
の

う
ち
、
中
国
で
も
使
い
う
る
の
は
、

配
当
お
よ
び
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
減

税
の
恒
久
化
と
、
イ
ン
フ
ラ
歳
出
の

増
額
く
ら
い
に
限
ら
れ
る
。

　
理
論
的
に
考
え
る
と
、
中
国
の
財

政
体
制
は
景
気
安
定
化
機
能
を
果
た

し
得
な
い
は
ず
だ
。
し
か
し
、
実
証

分
析
の
結
果
は
違
う
。
経
済
に
占
め

る
財
政
の
規
模
が
相
対
的
に
大
き
い

前
述
の
よ
う
に
地
方
政
府
は
財
政
均

衡
義
務
を
負
っ
て
お
り
、
金
融
危
機

前
は
す
べ
て
の
省
政
府
が
黒
字
。
広

東
省
な
ど
で
は
巨
額
の
財
政
基
金
を

保
有
し
、
こ
れ
を
取
り
崩
し
て
景
気

対
策
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
た
。

　
ま
た
、政
治
シ
ス
テ
ム
も
重
要
だ
。

危
機
が
発
生
し
た
際
、
中
央
政
府
か

ら
の
指
示
を
地
方
政
府
は
忠
実
に
実

行
す
る
。
実
際
、
景
気
低
迷
後
は
必

ず
イ
ン
フ
ラ
支
出
が
増
え
て
い
る
。

ま
た
、
杭
州
市
は
国
務
院
の
指
示
に

従
っ
て
、
09
年
に
10
億
元
の
消
費
ク

ー
ポ
ン
を
発
行
し
た
。

　
中
国
で
は
、
地
方
政
府
に
お
い
て

財
政
自
動
安
定
化
装
置
が
機
能
し
て

い
る
こ
と
に
加
え
、
中
央
政
府
と
地

方
政
府
の
調
整
が
重
要
な
役
割
を
果

た
す
。
結
果
と
し
て
、
中
国
独
自
の

財
政
連
邦
主
義
と
中
央
集
権
は
、
マ

ク
ロ
経
済
の
安
定
化
に
と
っ
て
プ
ラ

ス
に
作
用
し
て
い
る
と
い
え
る
だ
ろ

う
。

X基調講演 2X

中国人民大学経済学院准教授
鄭　新業氏

地
方
政
府
の
均
衡
財
政
が
奏
功

　
台
湾
企
業
が
中

国
本
土
に
投
資
を

始
め
る
の
は
１
９

８
８
年
、
台
湾
の

戒
厳
令
が
解
除
さ
れ
た
翌
年
か
ら
で

あ
る
。
台
湾
ド
ル
高
も
追
い
風
と
な

り
、
少
な
く
と
も
１
５
０
０
億
米
㌦

が
中
国
に
投
資
さ
れ
、
全
直
接
投
資

の
７
割
を
占
め
て
い
る
。

　
台
湾
の
対
中
輸
出
は
総
輸
出
の
40

％
で
、
直
接
投
資
と
密
接
に
関
係
し

て
い
る
。
そ
の
９
割
は
素
材
と
中
間

財
で
、
台
湾
の
親
会
社
が
中
国
本
土

の
子
会
社
に
電
子
部
品
な
ど
を
輸
出

し
、
ノ
ー
ト
パ
ソ
コ
ン
な
ど
の
最
終

47
％
か
ら
14
％
に
激
減
し
、
ハ
イ
テ

ク
財
が
21
％
か
ら
48
％
に
急
増
。
台

湾
の
産
業
が
労
働
集
約
型
か
ら
技
術

集
約
型
へ
と
急
速
に
変
わ
っ
た
。

　
産
業
流
出
に
よ
る
空
洞
化
の
懸
念

は
杞
憂（
き
ゆ
う
）に
終
わ
っ
た
が
、

１
９
９
０
年
ま
で
は
２
％
未
満
だ
っ

た
失
業
率
が
、
対
中
投
資
の
増
大
に

よ
る
構
造
変
革
で
１
％
ほ
ど
増
え

た
。
景
気
循
環
的
失
業
が
加
わ
り
、

今
年
の
失
業
率
は
４
・
７
％
と
深
刻

製
品
を
台
湾
に
再
輸
出
す
る
と
い
う

産
業
内
貿
易
の
構
図
に
な
っ
て
い

る
。

　
こ
の
こ
と
に
よ
り
２
０
０
０
年
ま

で
の
間
に
、
台
湾
で
は
劇
的
な
構
造

変
化
が
起
き
た
。
第
２
次
産
業
の
比

率
が
46
％
か
ら
27
％
に
減
少
、
逆
に

サ
ー
ビ
ス
業
は
40
％
か
ら
70
％
ま
で

伸
び
た
。
ま
た
輸
出
に
お
い
て
も
、

労
働
集
約
型
産
業
の
占
め
る
割
合
が

た
。
し
か
し
反
対
派
も
43
％
と
横
ば

い
だ
。

　
反
対
派
の
主
な
懸
念
材
料
は
、
中

国
の
農
産
物
の
輸
入
と
中
国
人
労
働

者
の
流
入
だ
。
両
政
府
は
農
産
物
も

労
働
力
も
台
湾
に
入
れ
な
い
と
約
束

し
て
い
る
が
、
多
く
の
台
湾
人
は
、

中
国
政
府
は
も
と
よ
り
台
湾
政
府
も

信
用
し
て
い
な
い
。
ま
た
Ｅ
Ｃ
Ｆ
Ａ

に
調
印
す
る
と
、
ほ
か
の
国
々
と
自

由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
を
締
結
で

な
問
題
と
な
っ
て
い
る
。

　
今
、
台
湾
で
最
も
注
目
す
べ
き
問

題
は
、
両
岸
経
済
協
力
枠
組
み
協
議

（
Ｅ
Ｃ
Ｆ
Ａ
）
の
調
印
の
是
非
を
巡

る
議
論
だ
。
４
月
25
日
に
行
わ
れ
た

馬
英
九
総
統
と
最
大
野
党
で
あ
る
民

進
党
の
蔡
英
文
党
首
と
の
公
開
討
論

の
テ
レ
ビ
視
聴
率
は
53
％
。
直
後
の

世
論
調
査
で
は
、
Ｅ
Ｃ
Ｆ
Ａ
に
対
す

る
支
持
が
47
％
か
ら
52
％
に
上
昇
し

き
な
く
な
る
と
心
配
す
る
声
も
あ

る
。
こ
う
し
た
反
対
を
克
服
し
、
予

定
通
り
６
月
に
調
印
す
る
こ
と
を
期

待
し
て
い
る
。

　
台
湾
が
最
も
重
視
す
べ
き
市
場
は

中
国
本
土
だ
が
、
Ｅ
Ｃ
Ｆ
Ａ
調
印
後

は
、
日
本
や
韓
国
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸

国
と
も
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
結
ぶ
べ
き
だ
と
考

え
る
。
３
月
末
に
は
、
香
港
が
初
の

Ｆ
Ｔ
Ａ
を
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
と
の

間
で
締
結
し
た
。
台
湾
に
と
っ
て
、

こ
れ
は
非
常
に
勇
気
づ
け
ら
れ
る
出

来
事
だ
。
香
港
が
で
き
る
な
ら
、
台

湾
が
他
国
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
結
べ
な
い
理

由
は
な
い
。
ア
ジ
ア
に
お
け
る
経
済

統
合
に
台
湾
が
加
わ
れ
ば
、
台
湾
は

も
ち
ろ
ん
中
国
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
も
伸
び
る

と
い
う
研
究
報
告
も
あ
る
。
近
い
将

来
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
日
中
韓
の
枠
組

み
に
台
湾
も
参
加
で
き
れ
ば
と
思

う
。
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台
湾
、技
術
集
約
型
へ
シ
フ
ト

　
東
ア
ジ
ア
為
替

レ
ー
ト
ク
ラ
ブ
と

は
、
域
内
の
為
替

レ
ー
ト
を
安
定
さ

せ
る
た
め
の
ク
ラ
ブ
で
あ
る
。
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
日
中
韓
の
13
カ
国
を
想
定

し
て
、
こ
の
ク
ラ
ブ
に
参
加
す
る
マ

ク
ロ
経
済
的
な
便
益
と
費
用
、
さ
ら

に
は
加
入
順
の
理
論
モ
デ
ル
に
つ
い

て
考
察
し
た
い
。

　
最
大
の
便
益
は
市
場
の
拡
大
で
あ

る
。
加
盟
国
は
貿
易
量
が
増
え
、
経

済
成
長
が
高
ま
る
。
ま
た
為
替
が
安

離
に
反
比
例
し
、
経
済
規
模
に
正
比

例
す
る
と
い
う
貿
易
の
重
力
モ
デ
ル

（
グ
ラ
ビ
テ
ィ
ー・モ
デ
ル
）を
採
用
。

そ
の
結
果
、
実
質
の
経
済
便
益
を
見

る
と
、
１
位
が
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
で
、

ブ
ル
ネ
イ
、
日
本
、
中
国
、
マ
レ
ー

シ
ア
、
韓
国
と
続
く
。
経
済
規
模
が

大
き
い
日
中
韓
は
上
位
に
ラ
ン
ク
さ

れ
て
お
り
、
こ
の
ク
ラ
ブ
に
入
る
際

定
す
る
こ
と
で
、
外
貨
準
備
を
そ
れ

ほ
ど
積
ま
な
く
て
も
い
い
と
い
う
メ

リ
ッ
ト
が
あ
り
、
通
貨
危
機
も
予
防

で
き
る
。
そ
の
一
方
で
、
イ
ン
フ
レ

率
や
失
業
率
が
高
ま
っ
て
も
、
問
題

の
安
定
化
の
た
め
に
裁
量
的
な
政
策

を
実
施
し
に
く
く
な
る
。
こ
れ
が
マ

ク
ロ
経
済
的
な
費
用
だ
。

　
費
用
便
益
の
計
算
に
当
た
っ
て

は
、
２
国
間
の
貿
易
量
は
両
国
の
距

立
ち
上
が
り
、
加
入
国
が
増
え
る
に

従
っ
て
、
右
肩
上
が
り
に
伸
び
て
い

く
。
逆
に
、
費
用
曲
線
は
最
初
こ
そ

高
い
も
の
の
、右
肩
下
が
り
に
減
る
。

そ
し
て
２
つ
の
曲
線
が
交
わ
る
点
を

越
え
る
と
、便
益
が
費
用
を
上
回
る
。

つ
ま
り
東
ア
ジ
ア
為
替
レ
ー
ト
ク
ラ

ブ
が
成
立
す
る
に
は
、
最
低
で
も
そ

れ
だ
け
の
数
の
メ
ン
バ
ー
国
が
必
要

の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
高
い
こ
と
が

わ
か
る
。

　
次
は
、
加
入
順
の
理
論
モ
デ
ル
に

つ
い
て
検
討
を
加
え
る
。
す
べ
て
の

国
が
同
じ
条
件
な
ら
、
い
つ
ど
の
国

が
加
入
し
て
も
変
わ
ら
な
い
が
、
13

カ
国
は
そ
れ
ぞ
れ
経
済
規
模
も
経
済

活
動
も
貿
易
量
も
違
う
。
仮
に
経
済

規
模
が
大
き
な
国
か
ら
加
入
す
る

と
、
便
益
を
表
す
曲
線
は
早
く
か
ら

だ
と
い
う
こ
と
だ
。

　
現
実
に
は
、
経
済
規
模
に
比
例
し

て
便
益
も
大
き
く
な
る
た
め
、
経
済

規
模
が
大
き
い
国
が
最
初
に
加
入
す

る
可
能
性
が
高
い
。
た
だ
し
、
経
済

面
だ
け
で
な
く
、
政
治
的
要
素
や
不

確
実
性
に
つ
い
て
も
考
慮
す
る
必
要

は
あ
る
。
今
後
、
通
貨
圏
を
拡
大
し

つ
つ
あ
る
ユ
ー
ロ
や
ド
ル
が
利
食
い

の
チ
ャ
ン
ス
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
国

に
襲
い
か
か
る
と
、
小
さ
な
経
済
規

模
の
為
替
レ
ー
ト
は
非
常
に
大
き
な

影
響
を
受
け
る
。
こ
う
し
た
リ
ス
ク

か
ら
身
を
守
る
た
め
に
は
、
東
ア
ジ

ア
地
域
に
お
け
る
す
べ
て
の
国
の
協

力
が
不
可
欠
だ
。

　
小
川
先
生
は
計
算
上
の
ア
ジ
ア
通

貨
単
位
で
あ
る
Ａ
Ｍ
Ｕ
に
言
及
し
、

私
は
為
替
レ
ー
ト
の
安
定
化
ク
ラ
ブ

に
つ
い
て
述
べ
て
き
た
。
こ
の
よ
う

な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
経
て
、
い
ず
れ

域
内
の
単
一
通
貨
の
創
出
に
つ
な
が

る
日
が
来
る
か
も
し
れ
な
い
。
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加
入
国
増
や
し
単
一
通
貨
創
出

ア
ジ
ア
地
域
の

経
済
統
合
も
視
野
に

新
金
融
時
代
に
対
応
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